
１．外国人患者の受入体制が整った医療機関の確保

現状（これまでの取組や実態を示す統計等を含む。） 課題 今後の方向性（取組の概要を含む。） 目標 想定する評価指標

第８次医療計画策定に向けた骨子検討シート（第２部第１章第６節　１４　外国人患者への医療）

（現状）

・新型コロナ感染症の影響で、訪日外国人数は大幅に落ち込んだが、水際

対策の解除に伴い、回復基調

・令和5年4月時点の都内の在留外国人は約59万人

・在留外国人国籍別割合は、韓国が減少し、ミャンマー・インド・インド

ネシア・ベトナムなどが増加

・在留外国人の国籍構成は、区市町村によって大きく異なる。

・在留外国人の8割以上が、日常生活に困らない程度に日本語での会話が

可能

・都内の外国人患者受入れ医療機関認証制度（JMIP）の認証取得医療機

関数は17、外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関数は244（令和５

年７月１日時点）

（これまでの取組）

・2020東京大会に向け、医療機関が外国人患者を受け入れるための様々

な取組を実施

・「外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関数」を選出し、外国人患者

を受け入れる医療機関を確保

・外国人患者受け入れ体制の充実に係る第三者認証（JMIP）取得補助事

業の実施

・「医療機関向け外国人患者対応支援ポータルサイト」を開設

・医療機関向け救急通訳サービスを提供

・医療機関向けの外国人患者対応支援研修の実施

・医療現場における「やさしい日本語」導入・普及事業の実施

➡

○外国人患者の受入体制が整った医療機関の確

保

・新型コロナに伴う訪都外国人の減少により、

これまで取組の成果の検証や課題抽出が十分で

きていない。

・「医療機関向け外国人患者ポータルサイト」

等、医療機関向けの取組や情報ツールの認知度

が高くない。

・外国人患者への対応に当たっては、言葉、宗

教、文化等の違いへの理解や配慮が必要

・救急等の診療では、患者や医療機関による通

訳の手配が困難

・訪日外国人数の回復や在留外国人の国籍構成

を踏まえた医療機関における受入れ準備、職員

の対応力の向上が必要

・外国人患者への母国語での対応と並んで、在

留外国人を中心に、やさしい日本語での対応力

の向上が必要

➡

○外国人患者受入れ医療機関の整備

・AI翻訳機器等の導入など医療機関向け外国人

患者受入れ体制整備を支援し、外国人患者を受

入れ可能な医療機関をさらに確保する。

・「医療機関向け外国人患者対応支援ポータル

サイト」等の認知度を向上させる取組の実施及

び情報提供の充実

・救急等の場合に、医療機関が利用できる通訳

サービスにより、医療提供体制を確保

・医療機関における実際の活用に資する内容の

研修（※）の実施により、職員の対応力の向上

（※）場面ごとにおける外国人患者対応時の注

意事項や、在留外国人の国籍構成を踏まえ各文

化等に配慮した対応方法、制度等の説明方法、

医療費の支払方法や未収金防止対策等

・医療現場での外国人患者対応における、やさ

しい日本語の普及啓発を実施

➡

○外国人患者の受け入れ

体制が整った医療機関を

さらに確保し、各地域ご

とに受入体制が構築され

る。

○医療従事者の外国人患

者への対応力が向上し、

宗教や文化等の違いに配

慮しながら、円滑に医療

が提供できる。

➡

○拠点的な医療機

関の選出医療機関

数

○外国人患者受入

れ体制整備支援

補助実績

○医療機関向け救

急通訳サービス

通訳実績
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第８次医療計画策定に向けた骨子検討シート（第２部第１章第６節　１４　外国人患者への医療）

２．外国人向け医療情報等の充実

現状（これまでの取組や実態を示す統計等を含む。） 課題 今後の方向性（取組の概要を含む。） 目標 想定する評価指標

（現状）

・在留外国人の多数が、受診先の医療機関や信頼性のある医療情報の入手

法が分からず、困ることを経験

・令和５年７月１日時点で、外国人患者受入れ医療機関認証制度

（JMIP）の認証取得医療機関数は17。

　外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関数は244。（再掲）

・観光・宿泊の現場では、訪日外国人患者が医療機関を探す際、宿泊施設

等のスタッフが医療機関への連絡を仲介する場合がある。

（これまでの取組）

・外国語対応事業（医療情報サービス）において日本の医療制度等を多言

語の電話相談により情報提供

・医療機能情報提供制度（東京都医療機関案内サービス）、薬局機能情報

制度（ｔ-薬局いんふぉ）のWebサイトを自動翻訳により多言語化、検索

により各言語で対応可能な医療機関や薬局を案内

・「外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関数」を選定し、受け入れ医

療機関を確保（再掲）

・外国人患者受け入れ体制の充実に係る第三者認証（JMIP）取得補助事

業の実施（再掲）

➡

○外国人向け医療情報等の充実

・訪日・在留外国人患者それぞれのニーズに合

わせた情報提供が必要

・訪日・在留外国人に、外国人に対する医療情

報の提供の取組が、十分知られていない。

・訪日外国人患者自ら受診先医療機関を検索す

ることが難しい。

・外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関等

に関する認知度が高くない。

➡

○医療情報等の効果的な提供

・外国人患者が、日本の医療制度や受診の流れ

を理解し、安心して受診できるよう、多言語に

よる電話相談（外国人患者向け医療情報サービ

ス）などの取組を引き続き実施

・訪日・在留外国人が、医療情報サービスや医

療機能情報提供制度など、受診に有用な情報に

アクセスできるよう、周知や広報を工夫

・訪日外国人患者に対して、受入可能な医療機

関に自らアクセスしやすいような情報提供

・外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関等

の認知度が向上するよう、さまざまな機会を捉

え、工夫した周知の実施

➡

○情報発信の強化などに

より、外国人患者が、日

本の医療制度等について

理解するとともに、必要

な医療情報にスムーズに

アクセスし、適切な医療

を受けることができる。

➡

○外国人患者向け

医療情報サービス

案内実績

○医療機能情報提

供制度における外

国語ページアクセ

ス件数
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３．外国人患者が症状に応じて安心して受診等ができる仕組みづくり

現状（これまでの取組や実態を示す統計等を含む。） 課題 今後の方向性（取組の概要を含む。） 目標 想定する評価指標

○外国人患者が都内のど

こにいても、症状に応じ

た適切な医療サービスを

受けることができる。

➡ ー➡

（現状）

・病院の約半数で外国人患者の受入れを実施している一方、診療所は約

３割

・軽症の外国人患者の大学病院等への受診や救急搬送が多い。

・言葉が通じないという理由で、診療を受けることが難しい、受診先が限

られる場合がある。

・令和5年4月時点の都内外国人人口は約59万人（再掲）

・在留外国人国籍別割合は、韓国が減少し、ミャンマー・インド・インド

ネシア・ベトナムなどが増加。

・在留外国人の国籍構成は、区市町村によって大きく異なる。

・観光地によっては、今後増加が想定される訪日外国人患者の受入体制の

整備が不十分

（これまでの取組）

・平成30年度に医療機関関係者や医師会などの関係団体、観光・宿泊施

設の業界団体の委員から構成される「外国人患者への医療等に関する協議

会」を設置し、効果的な取組を検討

・宿泊施設のスタッフ等が外国人旅行者等から相談を受けた際に適切に対

応できるよう「宿泊施設等向け外国人患者対応マニュアル」（令和2年3

月）を作成

・地域の実情に応じた外国人患者受入環境整備事業（区市町村包括補助）

の実施

➡

○外国人患者が症状に応じて安心して受診等が

できる仕組みづくり

・地域により外国人の状況は異なるとともに、

近年、在留外国人の人口構成が変化しており、

行政、医療機関、医師会等の関係団体や宿泊施

設等が連携して対応する体制を構築していくこ

とが必要

・外国人患者に対して、症状に応じた医療機関

の受診を促すことが必要

・外国人患者受入にあたっては、症状に応じ

て、診療所や中小病院と大病院との間で、役割

分担及び連携を行うことが必要

・新型コロナウイルス感染拡大前に作成した

「宿泊施設等向け外国人患者対応マニュアル」

の周知・活用の推進

➡

○外国人患者が症状に応じて安心して受診等が

できる仕組みの構築

・外国人患者が症状に応じて安心して医療機関

を受診できるよう、「外国人患者への医療等に

関する協議会」において、医療機関、関係団体

や観光・宿泊施設等の関係者が今後更に連携を

強化しながら、課題を解決

・区市町村における、地域の医療機関が連携し

た、症状に応じて外国人患者を受け入れる仕組

みづくり（医療機関間の連携、診療所・中小病

院の後方支援）や、関係機関と連携した効果的

な情報提供の仕組みづくり等、地域の実情に応

じた取組を支援

・訪日観光客の再増加に備え、宿泊機関等の関

係者に対し、救急車を呼ぶべきかなど症状に応

じて対応できるように「宿泊施設等向け外国人

患者対応マニュアル」等、外国人患者対応に役

立つ情報を効果的に提供

・国や関係部署等と連携して、外国人に対し、

日本の医療制度等の情報発信の実施や相談窓口

の充実
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